
小金井市行財政改革市民会議 

 市役所改革部会（第２回）次第 

 

（日 時）平成２８年１１月７日（月）午後６：００～ 

（場 所）市役所本庁舎第一会議室 

（参加者）□八木部会長 □藤田委員（代行） □曽我部委員 □波多野委員 

    （□大塚委員  □鴨下委員                      ） 

 

１ 前回までの議論の整理（方向性と課題） 

 

 

 

 

２ 組織改革 

 ⑴ 組織機構改革 

  ① 組織のわかりやすさ（名称・事務分掌） 

  ② 組織の機能強化（連携が不十分な部分、強化すべき機能） 

③ 組織のスリム化 

 

 

 ⑵ 組織経営改革 

  ① マネジメントの強化 

② 目標・コスト管理 

③ 行革のＰＤＣＡ強化（特にＤＣ） 

 

 

 

３ 三位一体の行財政改革 

 

 

 

 

 

 ※ 配付資料 

  資料１ 小金井市及び類似団体の組織機構について 

  資料２ 類似団体との職員数比較について 

  資料３ 平成２８年度施策マネジメント評価結果（抜粋） 

  資料４ 市議会の状況について 

  資料５ 組織の課題解決に向けて 
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小金井市及び類似団体の組織機構について 

（平成２８年４月１日現在） 

小金井市 １０部４２課８２係 

（部長職 12 課長職 55 係長職 134 職員数 691） 

国分寺市 １１部４７課６０係 

（部長職 13 課長職 57 係長職 142 職員数 647） 

東久留米市 ９部３６課６６係 

（部長職 11 課長職 35 補佐職 13 係長職 87 職員数 592）  

企画財政部 

 企画政策課  －企画政策係、男女共同参画室 

 財政課    －財政係 

 広報秘書課  －広報係、広聴係、秘書係 

 情報システム課－情報システム係 

政策部 

 市政戦略室 （まちの魅力発信、広報） 

 情報管理課 （情報管理、文書） 

 政策経営課 （政策経営、行政改革推進、事業推進） 

 政策法務課 （政策法務、広聴） 

 財政課   （財政担当） 

企画経営室 

 企画調整課  

 行政管理課  

 秘書広報課 －秘書係、広報係 

 財政課   （主査２） 

総務部 

 総務課    －庶務係、文書係、情報公開係 

 地域安全課  －地域安全係、防災消防係 

 職員課    －人事研修係、給与厚生係 

 管財課    －財産管理係、契約係、検査係 

総務部 

 秘書課   （秘書） 

 契約管財課 －管財係、契約係、検査係 

 職員課   －人事・研修係、構成係、給与係 

 防災安全課 －防災対策係、消防係、防犯係、 

        防災まちづくり係 

 課税課   －庶務係、住民税係、固定資産税係 

 納税課   －納税管理係、収納係 

総務部 

 総務課   (庶務、法務･文書、臨時福祉給付金) 

 職員課   （人事給与、研修福利、労務） 

 情報管理課 －統計調査係、情報システム係 

 管財課   －管財係、契約係 

市民部 

 市民課   －市民係、戸籍係 

 ｺﾐｭﾆﾃｨ文化課－文化推進係、集会施設係 

 経済課   －産業振興係、消費生活係 

 保険年金課 －国民健康保険係、高齢者医療係、 

国民年金係 

 市民税課  －諸税係、市民税係 

 資産税課  －家屋係、土地係 

 納税課   －管理係、納税係 

市民生活部 

 市民課   －庶務係、窓口係、ｻｰﾋﾞｽｺｰﾅｰ係、 

        記録係 

 経済課   －農業振興係、経済振興係 

 文化と人権課（人権・男女共同参画、文化振興） 

 協働ｺﾐｭﾆﾃｨ課（協働・コミュニティ） 

 ｽﾎﾟｰﾂ振興課 （スポーツ振興） 

市民部 

 産業政策課 －振興企画係、労政商工係、農政係 

 生活文化課 －市民協働係、市民相談・施設係 

        男女共同参画係 

 市民課   －住民記録係、戸籍係 

 課税課   －市民税係、土地資産税係、 

家屋資産税係 

 納税課   －管理係、納税係 

環境部 

 環境政策課 －環境係、緑と公園係 

 ごみ対策課 －減量推進係、清掃係、施設係 

 下水道課  －業務設備係、工務維持係 

環境部 

 環境計画課 －環境計画係、環境公害係 

 ごみ対策課 －庶務係、収集係、清掃施設係 

 ごみ減量推進課（ごみ減量推進担当） 

環境安全部 

 防災防犯課 （防災・防犯、消防） 

 環境政策課 －計画調整係、緑と公園係 

        生活環境係 

 ごみ対策課 －管理係、業務係 

福祉保健部 

 地域福祉課 －地域福祉係、生活福祉係 

 自立生活支援課－障害福祉係、相談支援係 

福祉保健部 

 地域福祉課 －福祉計画係、地域福祉係 

 生活福祉課 －庶務係、生活福祉係、相談支援係 

福祉保健部 

 福祉総務課 －福祉政策係、高齢福祉係 

        保護１係、保護２係 
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 介護福祉課 －介護保険係、認定係、包括支援係 

        高齢福祉係 

 健康課   －健康係 

 障害福祉課 －計画係、生活支援係、相談支援係 

 保険課   －国民健康保険係、国民年金係、 

        高齢者医療係 

 健康推進課 （健康推進担当） 

 高齢者相談室－介護予防係、高齢者福祉係、包括支援係  

 介護保険課 －庶務係、賦課徴収係、給付管理係 

 障害福祉課 －管理係、福祉支援係、地域支援係 

        わかくさ学園指導係 

 介護福祉課 －保険係、介護ｻｰﾋﾞｽ係、地域ｹｱ係 

 健康課   －予防係、保健ｻｰﾋﾞｽ係、特定健診係  

 保険年金課 －国民健康保険係、国保年金資格係  

        高齢者医療係 

子ども家庭部 

 子育て支援課－子育て支援係、手当て助成係 

 保育課   －保育係 

 児童青少年課－児童青少年係、学童保育係 

子ども家庭部 

 子ども若者計画課（計画、管理、若者支援） 

 子ども子育て事業課－事業係 

 子ども子育てｻｰﾋﾞｽ課（入園相談、手当助成） 

 子育て相談室（地域、相談、こどもの発達ｾﾝﾀｰ） 

子ども家庭部 

 子育て支援課－保育・幼稚園係、施設給付係 

 児童青少年課－児童青少年係、助成支援係 

都市整備部 

 都市計画課 －都市計画係、用地係 

 まちづくり推進課－まちづくり係、住宅係 

 道路管理課 －道路管理係、道路測量係、工事係 

 建築営繕課 －建築営繕係 

 交通対策課 －交通対策係 

 区画整理課 －区画整理係 

都市建設部 

 都市企画課 （都市企画） 

 事業計画課 （事業計画、用地、境界確定、特定財産） 

 まちづくり推進課（まちづくり推進担当） 

 建築指導課 （管理、審査、指導・監察） 

 道路と下水道課－設計工事係、道路管理係、維持補修係  

下水道業務係、下水道係 

 緑と建築課 （公園緑地担当、建築担当） 

都市建設部 

 都市計画課 （計画調整、土地利用計画、住宅開発指導） 

 道路計画課 －道路交通計画係、用地係 

 管理課   （管理調整、管財、道路・河川施設） 

 施設建設課 －工事係（＋総合調整、建築、設備、 

        下水道計画、下水道施設） 

都市開発部 

 国分寺駅周辺整備課（開発担当） 

 会計課（会計管理者）－会計係 会計課（会計管理者）－会計課－審査係、会計係  会計課（会計管理者）－出納係、審査係 

学校教育部 

 庶務課   －庶務係、施設係 

 学務課   －学務係、保健給食係 

 指導室   －指導係、教職員係 

教育部 

 教育総務課 －庶務係、企画係 

 学務課   －学務係、保健給食係 

 学校指導課 －指導係、教職員係 

 社会教育課 （社会教育） 

 ふるさと文化財課－文化財保護係、史跡係 

 公民館課  （各公民館事業係） 

 図書館課  （各図書館） 

教育部 

 教育総務課 －庶務係、経理係、施設管理係 

 学務課   －学事係、保健給食係 

 指導室   －指導係、教職員係、特別支援教育係  

 生涯学習課 －生涯学習係、文化財係、 

スポーツ振興係 

 図書館   －業務係、図書サービス係 

生涯学習部 

 生涯学習課 －生涯学習係、文化財係、 

        スポーツ振興係 

 図書館   －庶務係、奉仕係 

 公民館   －庶務係、事業係 

議会事務局－庶務調査係、議事係 議会事務局 議会事務局－庶務調査係・議事係 

 選挙管理委員会事務局－選挙係  選挙管理委員会事務局－選挙係  選挙管理委員会事務局－選挙係 

 監査委員事務局－監査係  監査委員事務局（監査担当）  監査委員事務局 （主査２） 

 農業委員会事務局（経済課長兼務）－農政係   農業委員会事務局（産業政策課兼務） 

 
※部署名のうち、囲みとなっているものは、ラインの他に、参事・担当部長・担当課が配置されている部署 

 

 

（小金井市） （国分寺市） （東久留米市） 



課長職者数 部長職者数 課長職者数

4 1 8

4 1 7

5 1 7

3 1 5

5 1 6

2 2 4

4 2 7

1 0 1

1 4

1 3

0 1 1

1 0 1

1 0 1

⑴ 0 ⑴

35 12 55

東久留米市 小金井市

部・局・室等 職員数 部・局等 職員数

企画財政部

総務部 総務部 44

市民部 91 市民部

企画経営室 23

平成２８年１１月７日

類似団体との職員数比較について

総 務 企 画 委 員 会

２８陳情第２９号資料

平成２８年８月２２日

企画財政部行政経営担当

小金井市行財政改革市民会議
第２回　市役所改革部会資料

38

38

109

55

84

環境部

福祉保健部

40

122

33

64学校教育部
2

179

9

52 都市整備部 58

6

子ども家庭部

会計課

143

平成２８年４月１日現在

農業委員会事務局 ⑶ 農業委員会事務局 10

1

4 選挙管理委員会事務局 4

監査事務局 3 監査委員事務局 30

1

※　括弧内の数字は、兼職を示す。

合　　計 592 合　　計 69111

※　数字は正規職員のみ（フルタイム勤務再任用職員を含む。小金井市は任期付職員を含む。）。

生涯学習部

議会事務局 6 議会事務局 10

645教育部

子ども家庭部

0

会計課

都市建設部

1

※　職員数の欄は、管理職を含めた人数を示す。

部長職者数

1

1

1

2

0

1

選挙管理委員会事務局

環境安全部

福祉保健部

資料２
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平成２８年１０月 

小 金 井 市 

小金井市行財政改革市民会議 

第２回 市役所改革部会資料 

平成２８年１１月７日 

資料３ 



 

①　【総括担当】
　　施策の中で重点プロジェクトに該
　当する主な事業の担当課（又は庶
　務担当課）が施策評価シートの総
　括をしています。

②　【関連課】
　　施策を構成する主な事業の担当課

③　【指標】
　　Ａ・・・指標を達成している。
　　Ｂ・・・指標の達成に向け事業は実
　　施している。
　　Ｃ・・・指標を大きく下回る。
　　－・・・指標が不明又は指標測れ
　　ない。

④　【事業進捗】
　　Ａ・・・事業進捗は計画どおりであ
　　る。
　　Ｂ・・・計画より遅れているが、事業
　　は進捗している。
　　Ｃ・・・事業が計画より大きく遅れて
　　いる。

⑤　【効率性】
　　Ａ・・・経費節減に寄与している。
　　Ｂ・・・経費節減の努力はしている
　　が、効果が上がっていない。節減
　　の余地がない。
　　Ｃ・・・経費節減の具体的な取組を
　　検討していない。

⑥　【予算名称】
　　主な事業に係る予算の名称を記載しています。予算が他の事業も含んでいる場合には、「○○に要する経費（一
　部）」としています。主な事業に係る予算がない場合には「－」としています。

⑦　【一次評価】（総括担当課による自己評価）
　　○施策の進捗状況の評価
　　　前期基本計画では、成果活動指標の達成度合いが、施策の進捗の目安であるとの考え方であるため、主な事
　　業の評価を踏まえて、施策の進捗を評価しています。
　　○施策への有効性・貢献度
　　　主な事業が施策を推進する上で貢献しているのか、有効に機能しているのかという点で評価しています。

⑧　【最終評価】
　　施策を構成する主な事業の評価（自己評価）と一次評価（自己評価）を踏まえ、市としての最終評価をしています。
　　Ａ・・・推進（指標の達成が順調であり、施策への貢献度も高い事業である。）
　　Ｂ・・・一部課題あり（事業としては推進していく方向だが、見直しが必要な課題がある。）
　　Ｃ・・・課題あり（事業実施にあたって、方向性の転換や具体的に見直しが必要な課題がある。）

１　施策の基本情報

施策名 E28-79

施策分野 E28

２　施策を構成する主な事業の評価 （事務事業評価シートより）

H23 H24 H25 H26 H27
指     標 - - - Ｂ Ｂ
事業進捗 B B B Ｂ Ｂ
効 率 性 B B B Ｂ Ｂ
指     標 - - - Ｂ Ｂ
事業進捗 C C B Ｂ Ｂ
効 率 性 B B B Ｂ Ｂ
指     標 - - - Ｂ Ｂ
事業進捗 B B Ａ Ａ Ａ
効 率 性 B B B Ａ Ａ
指     標 - - - Ｂ Ｂ
事業進捗 B B B Ｂ Ｂ
効 率 性 B B B Ｂ Ｂ

３　施策を構成する主な事業の事業費
（単位：千円）

担当課
H23

(決算)
H24

(決算)
H25

(決算)
H26

(決算)
H27

(決算)

企画政策課 7,679 5,454 0 0 0

企画政策課 0 0 0 0 0

企画政策課 0 0 0 7,074 6,297

企画政策課 0 0 0 0 0

４　一次評価

５　最終評価

27年度評価（　Ｂ　） （課題）
　施策マネジメントについては、後期基本計画における新たな指標に基づく定量評価とするなど、更なる定着を
図る必要がある。
　新庁舎建設事業については、公共施設マネジメントの原則に沿って、諸課題の解消、関係部署との調整を図
り、慎重かつ丁寧に進めていく必要がある。

A・・・推進
B・・・一部課題あり
C・・・課題あり

実施計画の策定 -

・施策の進捗について、指標結果は、実施した106項目中、Ａ評価が49件で達成率は46.2％であった。施策マネジメント
の実施による施策の着実な推進を図る必要がある。
・また、実施計画については、昨今の社会経済情勢の動向、本市の財政状況等を踏まえ、市政運営上の総合的な判断に
基づき、選択と集中による効果的な財源配分に努める必要がある。
・新庁舎建設事業については、本庁舎耐震診断の結果も一定考慮の上、公共施設マネジメントの原則に沿って複合化を
検討する必要がある。

評価 （特記意見）

B

新庁舎の建設
新庁舎建設調査に要する経費

（H26は新庁舎建設に要する経費）

施策マネジメントの実施 -

後期基本計画の策定 企画・調整に要する経費の一部

後期基本計画の策定
第４次基本構想・前期基本計画の目標
達成率

実施計画の策定
第４次基本構想・前期基本計画の目標
達成率

事業名 予算名称

事業名 成果活動指標
評価

新庁舎の建設
第４次基本構想・前期基本計画の目標
達成率

施策マネジメントの実施
第４次基本構想・前期基本計画の目標
達成率

施策評価シート

計画とマネジメントの整備 総括担当

計画的行政 企画政策課

施策の方向性

基本構想に基づいた総合的かつ計画的な市政運営を推進するため、施策の
具体化とその実現方法を明らかにする「基本計画」、その事業と財政の裏づ
けを明らかにする「実施計画」を策定する。そして、「施策マネジメント」におい
て、施策及び事務事業の不断の見直しを行い、計画の目標達成を目指す。ま
た、新庁舎の建設や施設整備等を計画的に推進する。

関連課

企画政策課

１

２

３

４

５

６

７

８

６ シートの見方 
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①
　

【
成

果
活

動
指

標
】

　
　

前
期

基
本

計
画

で
設

定
さ

れ
て

い
る

平
成

２
７

年
度

ま
で

　
に

達
成

す
べ

き
指

標
及

び
活

動

②
　

【
主

な
事

業
】

　
　

施
策

を
推

進
す

る
た

め
前

期
基

本
計

画
に

位
置

付
け

ら

　
れ

て
い

る
事

業

③
　

【
重

点
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
】

　
　

「
主

な
事

業
」
が

、
前

期
基

本
計

画
の

重
点

プ
ロ

ジ
ェ

ク

　
ト

に
該

当
す

る
場

合
は

、
そ

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
名

称
を

記
載

　
し

て
い

ま
す

。

　
　

④
　

【
関

連
す

る
法

令
・
計

画
等

】

　
　

「
主

な
事

業
」
の

実
施

に
係

る
根

拠
と

な
る

法
律

、
条

　
令

、
要

綱
、

計
画

等
が

あ
る

場
合

に
、

そ
の

名
称

等
を

記

　
載

し
て

い
ま

す
。

⑤
　

【
担

当
課

】

　
　

「
主

な
事

業
」
の

担
当

課

⑥
　

【
成

果
活

動
指

標
】

　
　

前
期

基
本

計
画

で
平

成
2
7
年

度
の

達
成

す
べ

き
指

標

　
が

設
定

さ
れ

て
い

ま
す

が
、

平
成

2
4
～

2
6
年

度
の

に
つ

い

　
て

は
指

標
の

設
定

が
な

か
っ

た
た

め
、

今
回

新
た

に
年

度

　
ご

と
の

指
標

の
数

値
目

標
を

記
載

し
て

い
ま

す
。

　
※

現
状

と
目

標
を

考
慮

し
た

上
で

、
均

等
に

按
分

す
る

な

　
ど

し
て

数
値

目
標

を
設

定
し

て
い

ま
す

。

⑦
　

【
事

業
進

捗
】

　
　

前
期

基
本

計
画

で
設

定
さ

れ
て

い
る

「
主

な
事

業
」
の

進

　
捗

目
標

⑧
　

【
予

算
額

】

　
　

「
主

な
事

業
」
に

係
る

予
算

額
を

記
載

し
て

い
ま

す
。

　
　

※
当

初
予

算
額

⑨
　

【
具

体
的

取
組

内
容

】

　
　

「
主

な
事

業
」
を

進
め

て
い

く
上

で
の

、
年

度
ご

と
の

具
体

　
的

な
取

組
内

容
の

計
画

を
記

載
し

て
い

ま
す

。

⑩
　

【
指

標
結

果
】

　
　

成
果

活
動

指
標

の
年

度
ご

と
の

結
果

　
　

※
指

標
が

毎
年

把
握

で
き

な
い

も
の

に
つ

い
て

は
「
－

」
と

し

　
　

て
い

ま
す

。

⑪
　

【
決

算
額

】

　
　

「
主

な
事

業
」
に

か
か

っ
た

決
算

額
を

記
載

し
て

い
ま

　
す

。

⑫
　

【
実

施
経

過
・
結

果
】

　
　

計
画

の
具

体
的

取
組

内
容

に
対

し
て

、
実

際
に

取
組

　
ん

だ
実

績
及

び
結

果

⑬
　

【
指

標
】
※

成
果

活
動

指
標

に
対

す
る

評
価

【
事

業
進

捗
】

【
効

率
性

】
※

事
業

実
施

に
際

し
て

経
費

節
減

に
努

め
た

か
。

Ａ
・
・
・
指

標
を

達
成

し
て

い
る

。
Ａ

・
・
・
事

業
進

捗
は

計
画

ど
お

り
で

あ
る

。
Ａ

・
・
・
経

費
節

減
に

寄
与

し
て

い
る

。

Ｂ
・
・
・
指

標
の

達
成

に
向

け
事

業
は

実
施

し
て

い
る

。
Ｂ

・
・
・
計

画
よ

り
お

く
れ

て
い

る
が

、
事

業
は

進
捗

し
て

い
る

。
Ｂ

・
・
・
経

費
節

減
の

努
力

は
し

て
い

る
が

、
効

果
が

上
が

っ
て

い
な

い
。

節
減

の
余

地
が

な
い

。

Ｃ
・
・
・
指

標
を

大
き

く
下

回
る

。
Ｃ

・
・
・
事

業
が

計
画

よ
り

大
き

く
遅

れ
て

い
る

。
Ｃ

・
・
・
経

費
節

減
の

具
体

的
な

取
組

を
検

討
し

て
い

な
い

。

－
・
・
・
指

標
が

不
明

又
は

指
標

が
測

れ
な

い
。

⑭
　

【
評

価
の

説
明

】

　
　

指
標

、
事

業
進

捗
、

効
率

性
そ

れ
ぞ

れ
に

つ
い

て
、

そ
の

評
価

に
し

た
説

明
を

記
載

し
て

い
ま

す
。

⑮
　

【
評

価
を

踏
ま

え
た

今
後

の
展

開
】

　
　

評
価

を
踏

ま
え

た
次

年
度

以
降

の
展

開
及

び
事

業
実

施
に

お
け

る
課

題
を

記
載

し
て

い
ま

す
。

【
　

基
　

本
　

情
　

報
　

】

【
　

「
主

な
事

業
」
に

対
す

る
評

価
等

　
】

成
果

活
動

指
標

事
業

進
捗

予
算

額
(千

円
)

指
標

結
果

決
算

額
(千

円
)

指
標

事
業

進
捗

効
率

性

推
進

○
現

状
維

持

改
善

縮
小

完
了

・
中

止

事
務

事
業

評
価

シ
ー

ト

施
策

計
画

と
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
の

整
備

E
2
8
-
7
9

成
果

活
動

指
標

第
４

次
基

本
構

想
・
前

期
基

本
計

画
の

目
標

達
成

率
重

点
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト

第
４

次
基

本
構

想
の

将
来

像
を

実
現

す
る

た
め

に
、

重
点

政
策

な
ど

に
基

づ
く
重

点
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を

設
定

し
、

施
策

分
野

別
に

現
況

と
課

題
を

明
ら

か
に

し
て

施
策

を
具

体
化

・
体

系
化

す
る

基
本

計
画

を
策

定
す

る
。

主
な

事
業

後
期

基
本

計
画

の
策

定

実
施

方
法

（
何

を
す

る
か

）
長

期
計

画
審

議
会

、
ワ

ー
ク

シ
ョ
ッ

プ
、

市
民

フ
ォ

ー
ラ

ム
等

の
市

民
参

加
の

手
法

を
取

り
入

れ
て

、
市

民
の

意
見

等
を

反
映

さ
せ

た
計

画
を

策
定

し
て

い
く
。

ま
た

、
策

定
本

部
、

専
門

部
会

、
策

定
研

究
会

等
の

庁
内

組
織

を
設

置
し

、
全

庁
あ

げ
て

策
定

に
取

り
組

ん
で

い
く
。

基
本

事
業

諸
計

画
の

整
備

E
2
8
-

7
9
2
0
0

事
業

概
要

目
的

（何
の

た
め

に
）

関
連

す
る

法
令

・
計

画
等

な
し

担
当

課
企

画
政

策
課

計
画

（
Ｐ

la
n
）

実
施

（
Ｄ

o
）

評
価

（
C

h
e
c
k）

具
体

的
取

組
内

容
実

施
経

過
・
結

果
評

価
の

説
明

2
3
年

度
H

2
0

－
－

0
計

画
策

定
年

度
で

は
な

い
。

－
0

計
画

策
定

年
度

で
は

な
い

。
－

B
B

○
指

標
結

果
は

、
基

本
計

画
の

進
捗

状
況

を
確

認
し

て
い

な
い

た
め

把
握

し
て

い

な
い

。

○
計

画
策

定
年

度
で

は
な

い
た

め
具

体
的

な
事

業
は

実
施

し
て

い
な

い
が

、
前

期

基
本

計
画

の
進

捗
状

況
の

確
認

の
た

め
、

施
策

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

の
検

討
を

行
っ

た
。

○
具

体
的

な
経

費
は

な
い

が
、

基
本

方
針

を
検

討
し

て
い

く
中

で
、

策
定

経
費

の
効

率
化

に
努

め
て

い
く
。

2
4
年

度
2
0
%

－
0

計
画

策
定

年
度

で
は

な
い

。
－

0

2
5
年

度
4
0
%

－
0

後
期

基
本

計
画

策
定

に
係

る
基

本
方

針
・
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
等

の
検

討
を

行
い

、
庁

内
の

策
定

本
部

に
お

い
て

、
基

本
方

針
等

を
決

定
す

る
。

計
画

策
定

年
度

で
は

な
い

。
－

B
B

○
指

標
結

果
は

、
基

本
計

画
の

進
捗

状
況

を
確

認
し

て
い

な
い

た
め

把
握

し
て

い

な
い

。

○
計

画
策

定
年

度
で

は
な

い
た

め
具

体
的

な
事

業
は

実
施

し
て

い
な

い
が

、
前

期

基
本

計
画

の
進

捗
状

況
の

確
認

の
た

め
、

施
策

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

の
試

行
実

施
に

向

け
て

検
討

を
行

っ
た

が
、

実
現

に
至

ら
な

か
っ

た
。

○
具

体
的

な
経

費
は

な
い

が
、

基
本

方
針

を
検

討
し

て
い

く
中

で
、

策
定

経
費

の
効

率
化

に
努

め
て

い
く
。

○
指

標
結

果
は

、
成

果
活

動
指

標
全

件
を

確
認

し
て

い
な

い
た

め
、

全
て

は
把

握

で
き

て
い

な
い

が
、

実
施

し
た

68
項

目
中

の
達

成
率

は
、

45
.6

％
で

あ
っ

た
。

○
次

年
度

以
降

の
計

画
策

定
を

円
滑

に
進

め
る

た
め

、
策

定
方

針
を

決
定

し
た

。

○
具

体
的

な
経

費
は

な
い

が
、

基
本

方
針

を
検

討
し

て
い

く
中

で
、

策
定

経
費

の
効

率
化

に
努

め
て

い
く
。

2
6
年

度
6
0
%

検
討

8
,0

8
2

後
期

基
本

計
画

策
定

に
あ

た
っ

て
の

基
礎

資
料

の
収

集
(デ

ー
タ

ブ
ッ

ク
)及

び
市

民
意

向
調

査
の

実
施

庁
内

体
制

と
し

て
、

専
門

部
会

及
び

研
究

会
を

設
置

す
る

。
ま

た
、

年
度

末
に

は
、

市
民

参
加

に
よ

る
長

期
計

画
審

議
会

を
設

置
し

、
後

期
基

本
計

画
の

策
定

を
諮

問
す

る
。

4
5
.0

%
7
,0

7
4

後
期

基
本

計
画

策
定

に
あ

た
っ

て
の

基
礎

資
料

と
し

て
デ

ー
タ

ブ
ッ

ク
2
0
1
4
及

び
市

民
意

向
調

査
報

告
書

を
作

成
し

た
。

上
記

策
定

方
針

に
基

づ
き

、
策

定
本

部
、

専
門

部
会

、
研

究
会

及
び

各
課

と
調

整
を

図
り

な
が

ら
、

市
の

素
案

を
作

成
。

2
7
年

3
月

に
、

市
民

参
加

に
よ

る
長

期
計

画
審

議
会

を
設

置
し

、
後

期
基

本
計

画
の

策
定

を
諮

問
し

た
。

Ｂ

－
0

次
年

度
以

降
か

ら
策

定
作

業
を

進
め

て
い

く
た

め
、

計
画

の
構

成
や

策
定

方
法

等
に

つ
い

て
の

「
小

金
井

市
長

期
総

合
計

画
策

定
方

針
」
を

、
長

期
総

合
計

画
策

定
本

部
に

お
い

て
決

定
し

た
。

－
Ａ

Ｂ

評
価

を
踏

ま
え

た
今

後
の

展
開

（
A
c
ti
o
n
）

○
展

開
/
課

題
　

第
４

次
基

本
構

想
の

将
来

像
の

実
現

に
向

け
て

、
平

成
2
7
年

度
に

平
成

2
8
年

度
か

ら
平

成
3
2
年

度
を

計
画

期
間

と
す

る
「
第

４
次

基
本

構
想

・
後

期
基

本
計

画
」
並

び
に

財
政

的
裏

付
け

と
な

る
中

期
財

政
計

画
を

策
定

し
た

。
　

引
き

続
き

予
断

を
許

さ
な

い
財

政
状

況
で

あ
る

こ
と

を
踏

ま
え

、
中

期
財

政
計

画
に

つ
い

て
は

、
平

成
2
8
年

度
の

予
算

編
成

の
指

針
と

し
た

と
こ

ろ
で

あ
る

が
、

平
成

2
9
年

度
以

降
に

つ
い

て
は

、
実

施
計

画
を

策
定

し
、

予
算

編
成

の
指

針
と

し
て

い
く
。

Ａ
Ａ

○
指

標
結

果
は

、
実

施
し

た
1
0
9
項

目
中

、
Ａ

評
価

が
4
9
件

で
達

成
率

は
4
5
.0

％
で

あ
っ

た
。

〇
平

成
2
8
年

度
を

始
期

と
す

る
後

期
基

本
計

画
策

定
の

た
め

、
策

定
方

針
に

基
づ

き
、

市
民

参
加

の
手

法
を

取
り

入
れ

な
が

ら
策

定
作

業
を

進
め

て
い

る
。

〇
策

定
支

援
委

託
に

つ
い

て
は

、
仕

様
内

容
を

精
査

し
、

策
定

経
費

の
効

率
化

に
努

め
た

。

2
7
年

度
8
0
%

実
施

6
,2

9
7

平
成

2
7
年

度
末

ま
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組織の課題解決に向けて①

第２６１回行財政再建推進本部資料
平成２ ８年 １ ０月 １ ８日
企画財政部行政経営担当

～今後の職員数及び人件費の見込み～

小金井市691人（担任人口171.3人）
⇔東久留米市594人（197.7人）
⇔国分寺市 647人（185.4人）
cf.担任人口最高 府中市 200.7人

職員数の現状
（H28.4/1現在）

H32.4/1 706人以上
再任用任期満了に伴う増（＋10人）

今後の職員数
（H28.3/31～H32.3/31）

H29.4/1 696人以上
再任用職員任期満了に伴う増（＋5人）

H29.4/1
（H28年度）

H30.4/1
（H29年度）

H31.4/1
（H30年度）

H32.4/1
（H31年度）

H33.4/1
（H32年度）

定年退職（人） 9 7 8 7 6

再任用満了（人） 9 8 8 4 3

職員数（人） 696 701 705 706 706

人件費（億円） 62.9 64.4 65.1 － －

職員数と人件費の見込み

※職員数は定年退職の半数（端数切捨）が再任用となる場合で計算。人件費は実施計画（案）によるも
ので、職員数の増等により増加する可能性あり。育児休業代替任期付職員は現在と同数とした。

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

実績値 725 704 701 682 672 671 691

計画値 725 699 682 670 654 653 661

725

704
701

682
672 671

691725

699

682
670

654 653 661

600

620

640

660

680

700

720

740

人件費の増加傾向、政策課題・業務量の変化への対応、定年退職者の減少

小金井市行財政改革市民会議
第２回 市役所改革部会資料 平成２８年１１月７日

資料５



組織の課題解決に向けて②

第２６１回行財政再建推進本部資料 平 成 ２ ８ 年 １ ０ 月 １ ８ 日
企画財政部行政経営担当

～解決すべき課題と見直しの方法～

人件費の増加傾向
（H27決算 5,909百万円）

〇職員単価の増加（平均年齢の上昇等）
〇職員数は671人（H27）→706人（H28＋35人）

〇将来の人口減少を踏まえた担任人口適正化

解決すべき課題

定年退職者の減少
〇H29末～H32末の定年退職者28人
〇組織の年代構成への悪影響
〇職員のモチベーション維持が必要

ワーク・ライフ・バランス
〇男女共同参画の推進（女性管理職の登用等）
〇時間外勤務の増加（H27年度110,988時間）
〇職員の出産・育児・介護及び地域参加の推進

政策課題・業務量変化への対応
〇社会情勢の変化等への対応
〇業務量の変化に伴う職員の増減

見直しの方法

公民連携
アウトソーシング

〇民間の強みを活か
し、職員の果たす
べき役割に集中

〇業務プロセスのうち
で、委託等が不可能
な部分を精査

多様な人材の活用組織改正
〇スリム化により、組織
の効率化、 職員数の
削減等を行う。

任用形態等 業務

職員 政策判断を要する業務

再任用 （一般職員に準じる）

任期付
①高度に専門的な業務
②定型的で恒常的な業務

非常勤
①高度に専門的な業務
②臨時的・補助的な業務

臨時職員 臨時的で作業的な業務

業務委託 専門定型業務（一般）

派遣職員 専門定型業務（特殊）

事業の廃止・縮小
〇社会情勢等を踏まえ
た見直し


